様式第１号（第３条関係）

　　年度　地域の担い手づくり補助金　交付申請書

　年　　月　　日
（宛先）
　滋賀県知事　

　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）補助事業者
住  所
                                         　　　 氏  名　（代表者の職名・氏名）
　		　　　　　　　　　（発行責任者・担当者）
氏　名　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先電話番号

　　年度において、地域の担い手づくり補助金　○○○○○○○円を交付されるよう、地域の担い手づくり補助金交付要綱第３条の規定により、次の関係書類を添えて申請します。
　なお、この申請に当たり滋賀県補助金等交付規則第４条第２項各号のいずれかに該当する事実が判明したときは、同規則第１６条の規定により交付金等の交付の決定の全部または一部を取り消されても、何ら異議の申立てを行いません。
（単位：円）
	事業名
	交付申請額
	備　考

	
	
	



関係書類
１　事業計画書（別紙１）　
２　収支予算書（別紙２）
３　事業概要説明資料（様式任意）
４　事業費積算内訳書（様式任意）







※上記様式は、標準様式であり適宜修正することができるものとする。



別紙１（様式第１号関係）
　　年度　事業計画書

	事業名
	

	交付事業者名
	

	実施地域
	（例：大津市）

	事業目的
	（本事業が、地域課題の解決に向けて、担い手人材の人材育成や外部人材の活用を目的として行われる事業であることがわかるようご記載ください）

	事業継続に向けた方策
	（本事業について、補助終了後も継続して実施する、または事業実施効果を継続・波及される仕組みや体制を図っていることがわかるようご記載ください）

	　年度事業実施期間（予定）

	　年　月　日　～　　　年　月　日

＊２月末日までに完了する計画であること

	経費の内訳

	事業費
（円）
	補助対象事業費（円）
	交付申請額
（円）

	
	
	
	

	
	※ 積算内訳（別紙２）

	特記事項
	




※上記様式は、標準様式であり適宜修正することができるものとする。
別紙２（様式第１号関係）
収支予算書

（１）収入の部
（単位　円）
	補助対象事業名
	
	収入額の内訳
	備考

	
	予算額
	交付
申請額
	補助事業者
負担額
	その他

	

	
	
	
	
	
	




（２）支出の部
（単位　円）
	補助対象事業名
	予算額
	支出額内訳
	備考

	
	
	
	



※上記様式は、標準様式であり適宜修正することができるものとする。



様式第２号（第５条関係）

　　年度　地域の担い手づくり補助金　交付決定通知書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
年　　月　　日
補助事業者　　あて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　滋賀県知事

　　年　　月　　日付けで交付申請書の提出があった標記補助金について、地域の担い手づくり補助金交付要綱第５条の規定により、下記のとおり交付することに決定したので通知します。
記

１　補助金の交付の対象となる事業は、    年    月    日付けで申請（以下「申請書」という。）のあった事業とし、その内容は申請書記載のとおりとする。
２　補助対象事業への補助金の額は、次のとおりである。ただし、補助対象事業の内容が変更された場合における補助金の額については、別に通知するところによるものとする。

交付決定額　　金　　　　　　　　円
　（単位：円）
	補助対象事業
	補助対象事業費
	交付決定額
	備考

	
	
	
	



３  補助事業者は、滋賀県補助金等交付規則（昭和48年滋賀県規則第９号）、地域の担い手づくり補助金交付要綱、その他関係通知に従わなければならない。
４  補助事業者は、補助対象事業により取得しまたは効用の増加した財産ならびに補助対象事業により設置した施設については、事業完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに補助金の交付の目的に従って使用しなければならない。
５　補助事業者は、補助対象事業により取得した財産について減価償却資産の耐用年数に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号。以下「大蔵省令」という。）に定められた資産については、大蔵省令に定められている耐用年数に相当する期間内（ただし、大蔵省令に定めのない資産には、知事に別途協議し定める期間内）においては、知事の承認を受けないで交付金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付けまたは担保に供してはならない。
また、この期間内に知事の承認を受けて当該財産を処分したことにより、収入がある場合は、その収入の交付金相当分の全部または一部を県に返還しなければならない。
６　補助事業者は、この補助金に係る収入および支出を明らかにした帳簿ならびに当該収入および支出についての証拠書類を交付対象事業終了の翌年度から起算して５か年間保存しなければならない。
※上記様式は、標準様式であり適宜修正することができるものとする。

様式第３号（第７条関係）

　　年度　地域の担い手づくり補助金　変更（中止・廃止）承認申請書


年　　月　　日
（宛先）
　滋賀県知事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）補助事業者
住  所
                                         　　　　 氏  名  （代表者の職名・氏名）
                                    （発行責任者・担当者）
　氏　名　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先電話番号

　　　　　　　　　
 　 　　年　　月　　日付け　　　第　　　　号で交付決定（変更交付決定）のあった下記の事業について、事業内容および経費の配分を変更（中止、廃止）したいので、地域の担い手づくり補助金交付要綱第７条の規定により関係書類を添えて申請します。

記

１　変更の内容




２　変更（中止・廃止）の理由





　
※ 「変更（中止、廃止）」の箇所は不要文字があるときは、その文字を削除すること。
※　関係書類は事業計画書および事業費積算内訳書とし、その記載にあたっては、変更後を上段に、変更前を下段（　）書きにするなど、変更前後がわかるように記入すること。



様式第４号（第８条関係）

年度　地域の担い手づくり補助金に係る交付事業遂行状況報告書


年　　月　　日
（宛先）
　滋賀県知事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）補助事業者
住  所
                                         　　　　 氏  名  （代表者の職名・氏名）
                                    （発行責任者・担当者）
　氏　名　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先電話番号


　年（　　年）　月　日付け　　　第　　　号をもって交付決定の通知のあった標記補助事業について、地域の担い手づくり補助金交付要綱第８条の規定により遂行状況を報告します。


	事業名
	内　　容

	
	



※実施した事業のみ記入すること。
※必要に応じて説明資料を添付すること。
※上記様式は、標準様式であり適宜修正することができるものとする。


様式第５号（第９条関係）

　年度　地域の担い手づくり補助金　実績報告書

                                                       　　　　　　　　                                                          　　　年　　月　　日


（宛先）
　滋賀県知事          



                      　　　　　　　（報告者）補助事業者
住  所
                                         　　　　 氏  名  （代表者の職名・氏名）
                                    （発行責任者・担当者）
　氏　名　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先電話番号


  　　　年　　月　　日付け　　　第　　　　号で地域の担い手づくり補助金の交付決定（変更交付決定）の通知があったこのことについて、同交付金交付要綱第９条の規定により、関係書類を添えて報告します。 







関係書類
１　事業実績書（別紙１）
２　収支決算内訳書（別紙２）
３　その他必要書類
・実績の分かる資料や位置図、写真
　　　　・その他必要な書類




別紙１（様式第５号関係）
　　年度　事業実績書

	補助対象事業

	

	交付事業者名

	

	実施地域
	

	事業実績の概要

	



















	事業実施期間

	　年　月　日　～　　年　月　日

	経費の内訳

	事業費（円）
	補助対象事業費（円）
	補助金見込額（円）

	
	
	
	

	特記事項
	





別紙２（様式第５号関係）

収支決算内訳書

（１）収入の部

	補助対象事業
	収入額
（円）
	収入額の内訳
	備考

	
	
	補助金
見込額
（円）
	事業主体
負担額
（円）
	その他
（円）
	

	

	
	
	
	
	




（２）支出の部

	補助対象事業
	事業費
（円）
	補助対象経費
	備考

	
	
	
	



※上記様式は、標準様式であり適宜修正することができるものとする。



様式第６号（第10条関係）

　年度　地域の担い手づくり補助金　額の確定通知書


番　　　　　号
年　　月　　日

交付事業者　あて


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　滋賀県知事


　　　年　　月　　日付け　　　第　　　　号で実績報告書の提出があった標記交付金について、地域の担い手づくり補助金交付要綱第10条の規定により、下記のとおり交付金の額を確定したので通知します。

記

補助金確定額　　　　金　　　　　　　　円

	補助対象事業
	補助対象経費
	確定額（円）
	備考

	
	
	
	



※上記様式は、標準様式であり適宜修正することが出来るものとする。



様式第７号（第12条関係）

消費税等仕入れ控除税額報告書
年　　月　　日
（宛先）
　滋賀県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　（報告者）補助事業者
住  所
                                         　　　 氏  名　（代表者の職名・氏名）
　		　　　　　　　　　（発行責任者・担当者）
氏　名　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先電話番号

　　　　　　　　



〇年〇月〇日付け滋〇第〇号で交付決定通知があった地域の担い手づくり補助金について、地域の担い手づくり補助金交付要綱第12条の規定により下記のとおり報告します。


記

１ 〇年〇月〇日付滋〇第〇号による交付金の額の確定通知額 　　金 　　　　　　円


２ 実績報告時に減額した消費税等仕入れ控除税額 　　　　　　　金 　　　　　　円


３ 消費税等の申告により確定した消費税等仕入れ控除税額 　　　金　　　　 　　円


４ 交付金返還相当額　（３－２） 　　　　　　　　　　　　　　金　　　　 　　円









様式第８号（第13条関係）

年　　月　　日
（宛先）
　滋賀県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　（報告者）補助事業者
住  所
                                         　　　 氏  名　（代表者の職名・氏名）
　		　　　　　　　　　（発行責任者・担当者）
氏　名　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先電話番号
　　　　　　　　
　年度　地域の担い手づくり補助金に係る財産処分承認申請書


　　年度　地域の担い手づくり補助金により取得した財産を下記のとおり処分したいので、地域の担い手づくり補助金交付要綱第13条の規定に基づき、承認を申請します。

記

１．補助事業名


２．処分する財産の品目及び取得年月日


３．取得価格及び時価　


４．処分の内容（有償・無償の別も記載のこと）及び処分予定日
処分の相手方（住所、氏名又は名称、使用の目的等）
　　処分の内容：
　　処分予定日：
　　処分の相手方：

５．処分の理由


＊当該補助対象財産の図面（国庫補助対象部分、面積を明記したもの）、仕様書及び写真等を添付すること

